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(各 論) 

□ 個人消費・・・・・おおむね横ばいとなっている。 

大型小売店販売額は、月によりばらつきがみられるものの、総じてみれば、横ばいとなっている。 

コンビニエンスストア販売額は、前年を上回っている。 

乗用車の新車登録届出台数は、前年を上回っている。 

長野市の家計消費支出は、前年を上回っている。 

 

□ 住宅建設・・・・・前年を下回っている。 

新設住宅着工戸数をみると、前年を下回っている。 

 

□ 設備投資・・・・・23 年度通期は増加見込みとなっている。 

法人企業景気予測調査（23 年 10～12 月期調査）で 23 年度の設備投資計画をみると、製造業は前年比

23.7％の増加見込み、非製造業は同▲2.0％の減少見込みとなっており、全産業では同 16.0％の増加見込み

となっている。 

 

□ 公共事業・・・・前年を上回っている。 

公共工事前払保証取扱状況（請負金額）をみると、前年を上回っている。 

 

 

 
（今回のポイント） 

・個人消費はおおむね横ばいとなっている。 

・住宅建設は前年を下回っている。 

・公共事業は前年を上回っている。 

・生産はおおむね横ばいとなっている。 

・企業収益は減益見込み、設備投資計画は増加見込みとなっている。 

・企業の景況感は、全産業で「下降」超に転じている。 

・雇用情勢は厳しい状況にあるものの、緩やかな持ち直しの動きが続いている。 

 

（凡例） 

晴れ  晴れ一部くもり  くもり一部晴れ  くもり  本ぐもり  小雨  雨 

    
今回(23 年 10－12 月期)  

厳しい状況にあるなか、おおむね横ばいの動き

となっている。 

    
前回(23 年 7－9 月期)  

厳しい状況にあるものの、緩やかな持ち直しの

動きがみられる。 



□ 生産活動・・・・・おおむね横ばいとなっている。 

鉱工業生産指数をみると、11 月は、一般機械、電気機械で上昇したが、情報通信機械、電子部品・デバ

イス、輸送機械、精密機械で低下しており、全体としてはおおむね横ばいとなっている。 

 
□ 企業収益・・・・・23 年度通期は減益見込みとなっている。 

法人企業景気予測調査（23 年 10～12 月期調査）で 23 年度の経常損益（除く「電気・ガス・水道業」、

「金融業、保険業」）をみると、製造業は前年比▲65.3％の減益見込み、非製造業は同▲4.5％の減益見

込みとなっており、全産業では同▲52.8％の減益見込みとなっている。 

 

□ 企業の景況感・・・・・全産業で「下降」超に転じている。 

法人企業景気予測調査（23 年 10～12 月期調査）の貴社の景況判断ＢＳＩをみると、全産業で「下降」超

に転じている。 

先行きについては、全産業で 24 年 1～3 月期、24 年 4～6 月期ともに「下降」超で推移する見通しとな

っている。 

 

□ 雇用情勢・・・・・厳しい状況にあるものの、緩やかな持ち直しの動きが続いて

いる。 

有効求人倍率は低水準で推移しているものの、新規求人数は増加しており、緩やかな持ち直しの動き

が続いている。一般雇用保険受給者実人員は減少しており、被保険者数は増加している。              

 

 

 
（ヒアリング結果） 

・金銭面で比較的余裕のある、節約に飽きた団塊の世代が、質の高い商品にお金を出すようになってきている。寒くな

るとともに冬物の衣料品や身の回り品に動きがみられた。（百貨店） 

・秋以降は、天候の崩れもあり厳しい状況となり、消費者の購買動向は弱く推移している。企画セールなどを実施しても

消費者の財布のひもは堅く、マインドは厳しい。震災、タイの洪水、欧州の債務問題など悪いニュースが要因と感じて

いる。（地元スーパー） 

・紅葉などを求めて、秋口は宿泊客が前年よりも増加した。自粛ムードで我慢してきた反動と思われる。（宿泊） 

・１０月までは受注が増加していたが、タイの洪水によるサプライチェーンの障害により、受注は洪水前の約半分にまで

落ち込んだ。ただし、障害は１２月には解消し、洪水前の水準まで回復した。震災によるサプライチェーンの障害に比

べ短期間で障害が解消した要因は、部品メーカー各社が部材の代替調達により対応できたためだと思われる。１－３

月期の受注はタイの洪水の影響で減少していた分、増加する見通しである。（自動車・同付属品） 

・タイの洪水によりスポット的な受注が入り、１１月下旬から１２月にかけてフル生産となったが、１２月中旬にはひと段

落した。その後は在庫調整に入っており、１月は生産が落ちる見込みである。（電子部品・デバイス） 

・震災によるサプライチェーンの障害が解消されてから現在までフル生産の状況にある。人員の不足分をパート社員で

補ったが、現在のような忙しい状況は長くは続かないと考えている。（金属製品） 

・円高により国内生産が厳しい状況ではあるが、地域の雇用は確保していかなければならないと考えている。国内では

付加価値の高い製品に特化しながら生産体制を維持し、研究開発部門の拡充を図っていくことが必要である。（自動

車・同付属品） 
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１．個人消費

資料：経済産業省

       資料：経済産業省

資料：日本自動車販売協会連合会・全国軽自動車協会連合会

大型小売店販売額（調整後・前年比）

▲ 8.0

▲ 6.0

▲ 4.0

▲ 2.0

0.0

2.0

4.0

（％）

県内 ▲ 0.2 1.5 2.5 ▲0.7 ▲0.5 ▲1.3 ▲1.0 2.2 ▲ 1.6 ▲ 3.1 3.2 ▲ 1.9

全国 ▲ 1.7 ▲ 0.7 0.5 ▲7.5 ▲1.9 ▲2.5 ▲0.5 0.8 ▲ 2.6 ▲ 3.6 ▲ 1.4 ▲ 2.5

22/12 23/1 23/2 23/3 23/4 23/5 23/6 23/7 23/8 23/9 23/10 23/11

【図表1】

乗用車新車登録届出台数（ナンバー別）（前年比）

▲ 60.0

▲ 50.0

▲ 40.0

▲ 30.0

▲ 20.0

▲ 10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

（％）

0
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1,200

1,500

1,800

2,100

2,400

2,700

3,000

3,300

3,600

（台）

軽 2,191 3,032 3,419 1,397 1,907 2,453 2,416 2,214 2,969 2,680 2,630 2,552

小型 1,791 2,246 2,878 1,085 1,466 2,246 2,339 1,756 2,660 2,438 2,074 1,782

普通 1,168 1,639 2,020 704 942 1,751 1,620 1,560 2,310 1,787 1,791 1,639

県内計 ▲ 19.0 ▲ 6.8 ▲ 37.3 ▲ 49.9 ▲ 29.9 ▲ 15.0 ▲ 23.2 ▲ 25.4 ▲ 9.4 29.6 24.8 18.8

全国 ▲ 18.8 ▲ 13.5 ▲ 37.3 ▲ 48.6 ▲ 33.3 ▲ 21.8 ▲ 25.7 ▲ 26.0 ▲ 2.2 27.5 25.1 20.8

23/1 23/2 23/3 23/4 23/5 23/6 23/7 23/8 23/9 23/10 23/11 23/12

 

【図表3】

コンビニエンスストア販売額（調整後・前年比）

▲ 8.0

▲ 4.0

0.0

4.0

8.0

12.0

16.0

（％）

関東 2.0 3.6 5.0 9.6 0.7 3.6 6.6 7.1 5.2 ▲3.9 12.2 6.2

全国 2.8 4.5 5.9 7.2 1.0 5.1 8.3 8.9 6.6 ▲4.1 13.5 7.3

22/12 23/1 23/2 23/3 23/4 23/5 23/6 23/7 23/8 23/9 23/10 23/11

【図表2】

　ｐ：速報値

　ｐ：速報値

　　おおむね横ばいとなっている。

－１－



２．住宅建設

３．設備投資

（前年同期比増減率：％）

2.9 ( 45.8 ) 25.9 ( 8.6 ) 16.0 ( 24.6 )

0.1 ( 46.2 ) 26.9 ( 7.8 ) 15.3 ( 24.4 )

48.2 ( 34.8 ) 20.4 ( 28.8 ) 31.0 ( 31.1 )

61.5 ( 67.3 ) ▲ 26.4 ( ▲ 13.0 ) 5.8 ( 15.1 )

▲ 0.9 ( 60.3 ) 42.9 ( 21.8 ) 23.7 ( 38.8 )

12.7 ( 7.2 ) ▲ 12.0 ( ▲ 21.5 ) ▲ 2.0 ( ▲ 9.9 )

資料：長野財務事務所

  資料：長野県住宅課・国土交通省

23年度上期 23年度下期 23年度通期

全規模（全産業）

大 企 業

中 堅 企 業

中 小 企 業

製 造 業

非 製 造 業

新設住宅着工戸数（前年比）

▲ 40.0

▲ 30.0

▲ 20.0

▲ 10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

（％）

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

（戸数）

持家 672 378 434 486 597 551 686 718 906 541 538 647 

貸家 271 139 131 171 152 142 221 221 320 134 123 154 

分譲 101 56 81 82 95 109 90 73 152 159 53 114 

県内計 3.6 ▲32.3 0.5 11.9 10.3 ▲10.4 18.3 ▲2.7 35.4 ▲13.1 ▲15.5 ▲14.5

全国 7.5 2.7 10.1 ▲2.4 0.3 6.4 5.8 21.2 14.0 ▲10.8 ▲5.8 ▲0.3

22/12 23/1 23/2 23/3 23/4 23/5 23/6 23/7 23/8 23/9 23/10 23/11

【図表4】

（注）（　）書は前回（23年7～9月期）調査結果

【図表5】

　　　　前年を下回っている。

23年度通期は増加見込みとなっている。

－２－



４．公共事業

　〇公共工事前払金保証取扱状況〔発注者別状況・平成23年度（4月～12月）累計〕（単位：百万円、％）

合計 国 独立行政法人等 県 市町村 地方公社 その他

117,010 21,762 7,237 32,484 51,354 393 3,778

前年比 ▲12.7 ▲13.1 ▲45.9 ▲8.5 1.0 ▲58.3 ▲54.6

※四捨五入の関係上、各請負金額の総和は合計に一致しない場合がある。

　　請負金額

公共工事前払保証取扱状況（請負金額）

0

25

50

75

100

125

150

175

200

225

250

（億円）

２２年度 165 170 180 154 132 157 156 123 104 118 115 235

２３年度 147 119 140 127 105 147 167 125 94

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

資料：北海道建設業信用保証株式会社、東日本建設業保証株式会社、西日本建設業保証株式会社

【図表7】

【図表6】

資料：北海道建設業信用保証株式会社、東日本建設業保証株式会社、西日本建設業保証株式会社

前年を上回っている。

－３－



鉱工業指数（季節調整値・Ｈ17=100）

75

80

85

90

95

100

105

県内生産 84.8 86.8 84.9 86.1 84.0 84.7 86.1 86.0 87.1 85.2 88.0 p86.6

県内出荷 83.7 87.0 84.8 88.5 84.3 81.3 88.7 90.5 88.8 86.3 92.2 p93.1

県内在庫 95.1 94.2 87.5 103.9 92.0 101.2 87.5 91.0 94.7 103.9 96.3 p94.9

全国生産 94.2 92.3 88.6 92.4 84.0 89.2 92.6 93.0 93.6 90.5 92.5 90.0 

22Ⅳ 23Ⅰ 23Ⅱ 23Ⅲ 23/4 23/5 23/6 23/7 23/8 23/9 23/10 23/11

【図表8】

県内主要業種の生産指数（季節調整値・Ｈ17＝100）

20

30

40

50

60

70

80

90

100

110

120

一般機械 92.6 91.0 96.8 101.7 89.6 96.3 104.6 100.4 104.6 100.0 93.1 p111.3

電気機械 97.8 105.2 104.5 103.9 100.2 106.4 106.8 107.4 103.0 101.2 97.7 p98.9

情報通信機械 57.4 50.4 29.9 47.9 24.6 31.2 33.8 47.0 48.9 47.7 50.7 p36.6

電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ 79.4 89.3 83.1 78.5 86.0 81.6 81.8 79.6 78.7 77.3 75.1 p70.3

輸送機械 56.7 58.7 51.7 58.6 49.2 47.5 58.3 58.6 60.0 57.1 60.4 p56.0

精密機械 92.6 92.5 93.1 93.8 88.6 101.2 89.4 98.3 92.0 91.0 95.6 p90.7

22Ⅳ 23Ⅰ 23Ⅱ 23Ⅲ 23/4 23/5 23/6 23/7 23/8 23/9 23/10 23/11

【図表9】

後方３期移動平均（県内・生産）

85.0

86.0

87.0

88.0

23/9 23/10 23/11

大口電力販売量(前年比)

▲ 10.0

▲ 5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

（％）

県内 5.6 9.6 9.4 6.8 1.7 0.4 1.0 ▲ 2.6 ▲ 5.7 ▲ 6.0 ▲ 3.0 ▲ 4.7

全国 5.2 5.8 4.6 ▲ 6.3 ▲ 6.2 ▲ 3.3 ▲ 2.8 ▲ 4.7 ▲ 5.7 ▲ 5.7 ▲ 3.2 ▲ 2.3

22/12 23/1 23/2 23/3 23/4 23/5 23/6 23/7 23/8 23/9 23/10 23/11

資料：中部電力株式会社・電気事業連合会

【図表10】

５．生産活動

　ｐ：速報値

資料：長野県情報統計課・経済産業省

　ｐ：速報値

資料：長野県情報統計課・経済産業省

　おおむね横ばいとなっている。

－４－



（前年同期比増減率：％）

▲ 4.1 ( ▲ 1.7 ) 7.0 ( 10.7 ) 1.5 ( 4.5 )

▲ 4.6 ( ▲ 1.9 ) 8.0 ( 12.6 ) 1.7 ( 5.4 )

▲ 1.5 ( ▲ 1.4 ) 2.6 ( 3.0 ) 0.6 ( 0.9 )

▲ 4.5 ( 1.3 ) 2.7 ( ▲ 1.8 ) ▲ 0.8 ( ▲ 0.3 )

▲ 5.1 ( ▲ 1.9 ) 9.6 ( 14.8 ) 2.2 ( 6.3 )

▲ 1.7 ( ▲ 1.1 ) 0.9 ( 0.8 ) ▲ 0.3 ( ▲ 0.1 )

（注）（　）書は前回（ 期）調査結果
資料：長野財務事務所

（前年同期比増減率：％）

▲ 66.4 ( ▲ 50.7 ) ▲ 42.7 ( ▲ 5.2 ) ▲ 52.8 ( ▲ 24.8 )

▲ 76.3 ( ▲ 58.7 ) ▲ 46.9 ( ▲ 5.9 ) ▲ 59.1 ( ▲ 28.0 )

▲ 5.3 ( 2.8 ) ▲ 2.5 ( ▲ 2.1 ) ▲ 4.0 ( 0.6 )

2.6 ( 13.7 ) 8.8 ( 32.1 ) 5.8 ( 24.1 )

▲ 72.2 ( ▲ 54.1 ) ▲ 59.3 ( ▲ 9.1 ) ▲ 65.3 ( ▲ 30.1 )

▲ 29.9 ( ▲ 28.9 ) 5.9 ( 6.5 ) ▲ 4.5 ( ▲ 3.8 )

（注）（　）書は前回（ 期）調査結果
資料：長野財務事務所

非 製 造 業

中 堅 企 業

　　　

大 企 業

大 企 業

23年 7～ 9月

23年度上期 23年度下期

23年 7～ 9月

23年度上期 23年度下期

非 製 造 業

製 造 業

23年度通期

23年度通期

中 堅 企 業

中 小 企 業

製 造 業

全規模（全産業）

中 小 企 業

全規模（全産業）

売上高　（除く　「電気・ガス・水道業」、「金融業、保険業」）

経常損益　（除く　「電気・ガス・水道業」、「金融業、保険業」）

６．企業収益

【図表11】

【図表12】

23年度通期は減益見込みとなっている。

－５－



７．企業の景況感

（単位：％ポイント）

0.5 ▲ 8.0 ( ▲ 1.1 ) ▲ 9.1 ( ▲ 6.0 ) ▲ 1.6

9.4 ▲ 11.3 ( 13.2 ) 3.8 ( ▲ 1.9 ) 3.8

14.0 2.4 ( 9.3 ) 2.4 ( 14.0 ) 14.3

▲ 11.4 ▲ 10.9 ( ▲ 14.8 ) ▲ 21.7 ( ▲ 18.2 ) ▲ 12.0

10.8 ▲ 22.1 ( 4.6 ) 1.5 ( 6.2 ) 10.3

▲ 5.0 0.0 ( ▲ 4.2 ) ▲ 15.1 ( ▲ 12.6 ) ▲ 8.4

（注）（　）書は前回（ 期）調査時の見通し

資料：長野財務事務所

23 年 7～ 9月

製 造 業

非 製 造 業

全規模（全産業）

大 企 業

中 堅 企 業

中 小 企 業

24年 4～ 6月

前 回 調 査 現 状 判 断 見 通 し 見 通 し

23 年 7 ～ 9 月 23 年 10 ～ 12 月 24 年 1 ～ 3 月

貴 社 の 景 況 判 断 Ｂ Ｓ Ｉ の 推 移
（前期比「上昇」－「下降」社数構成比）

【図表13】

　　　全産業で「下降」超に転じている。

－６－



８．雇用情勢

　　　

有効求人倍率の推移

0.50
0.55
0.60
0.65
0.70
0.75
0.80

県内 0.61 0.63 0.68 0.68 0.67 0.68 0.71 0.76 0.78 0.77 0.74 0.76

全国 0.58 0.61 0.62 0.63 0.61 0.61 0.63 0.64 0.66 0.67 0.67 0.69

22/12 23/1 23/2 23/3 23/4 23/5 23/6 23/7 23/8 23/9 23/10 23/11

 

【図表14】

業種別新規求人数・前年比（パートタイムを含む）

▲ 10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0
（％）

製造業 ▲0.5 21.2 15.8 ▲9.1 ▲9.5 ▲1.5 9.6 6.9 9.3 7.8 9.7 0.7

建設業 6.0 1.3 37.2 22.9 10.3 42.4 49.5 29.4 40.3 40.7 35.3 20.0

卸・小売業 6.1 31.8 31.9 1.8 22.1 27.8 6.7 3.8 22.5 4.0 3.2 28.8

サービス業 13.1 37.6 23.1 8.3 12.9 17.6 25.7 20.6 17.3 14.7 20.8 22.3

合計 8.9 29.2 26.8 3.7 10.1 16.6 19.0 16.0 23.6 13.5 12.2 23.5

22/12 23/1 23/2 23/3 23/4 23/5 23/6 23/7 23/8 23/9 23/10 23/11

【図表15】

被保険者数（前年比）

▲ 1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

（％）

県内 2.1 2.1 2.0 2.0 1.2 0.8 0.7 0.5 0.5 0.6 0.5 0.5

全国 1.9 1.9 2.0 2.0 1.6 1.3 1.1 1.0 1.0 0.9 0.9 0.9

22/12 23/1 23/2 23/3 23/4 23/5 23/6 23/7 23/8 23/9 23/10 23/11

【図表16】

一般雇用保険受給者実人員（前年比）

▲ 40.0

▲ 30.0

▲ 20.0

▲ 10.0

0.0

10.0
（％）

県内 ▲31.8 ▲29.6 ▲26.7 ▲22.2 ▲18.9 ▲8.3 ▲8.4 ▲7.8 ▲4.5 ▲6.0 ▲4.1 ▲3.3

全国 ▲20.7 ▲19.4 ▲19.0 ▲17.8 ▲13.0 ▲1.9 ▲2.4 ▲4.0 ▲1.2 ▲4.0 ▲2.5 ▲4.4

22/12 23/1 23/2 23/3 23/4 23/5 23/6 23/7 23/8 23/9 23/10 23/11

【図表17】

資料：長野労働局・厚生労働省

資料：長野労働局

資料：長野労働局・厚生労働省

資料：長野労働局・厚生労働省

　厳しい状況にあるものの、緩やかな持ち直しの動
きが続いている。
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９．企業倒産

県内企業倒産件数（負債総額1,000万円以上）
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件数 11 14 16 11 18 10 14 10 12 11 16 12

前年比 10.0 16.7 14.3 ▲15.4 12.5 0.0 16.7 11.1 ▲25.0 ▲15.4 77.8 ▲29.4

23/1 23/2 23/3 23/4 23/5 23/6 23/7 23/8 23/9 23/10 23/11 23/12

資料：東京商工リサーチ

【図表18】

県内企業倒産負債総額（負債総額1,000万円以上）
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（百万円）

負債総額 1,951 3,069 1,977 781 7,762 2,003 9,311 2,802 8,244 1,942 3,708 2,305

前年比 ▲56.9 ▲80.4 ▲53.4 ▲44.3 94.4 14.3 326.5 437.8 9.8 16.5 476.7 ▲52.7

23/1 23/2 23/3 23/4 23/5 23/6 23/7 23/8 23/9 23/10 23/11 23/12

資料：東京商工リサーチ

【図表19】

　月によりばらつきがみられるものの、総じてみれ
ば、おおむね横ばいで推移している。
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